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各  位 
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 問合せ先 取締役 経営管理本部統括 
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定款の一部変更に関するお知らせ定款の一部変更に関するお知らせ定款の一部変更に関するお知らせ定款の一部変更に関するお知らせ    

 

当社は、本日開催の取締役会において、定款の一部変更に関する議案を平成26年６月27日開

催予定の第76回定時株主総会に付議することを決定いたしましたので、下記のとおりお知らせいた

します。 

記 

１．変更の理由 

(1) 当社は、迅速な意思決定による経営の効率化を図るため、経営全般に係わる重要な事

項の決定及び業務執行の監督を担う取締役会と業務執行を担う執行役員会とを分離す

る執行役員制度を導入いたしたく、次の変更を行うものであります。 

①執行役員会を会社機関として位置づけるため、現行定款第４条（機関の設置）を変

更するものであります。 

②執行役員制度導入に伴い、役付取締役は、取締役会長、取締役社長及び新たに設置

する取締役会議長のみとし、取締役会の招集及び議長は取締役会長が担い、執行役

員会の招集及び議長は取締役社長が担う等の役割を明確化するため、現行定款第

21 条（役付取締役）を変更し、不要となる現行定款第 22 条を削除するものであり

ます。 

③執行役員を取締役会において選任することができる旨、及び執行役員会の機能・役

割を明確にするため、変更案第 33 条（執行役員及び執行役員会）を新設するもの

であります。 

(2) 投資家の皆様にとって、より投資しやすい環境を整え、当社株式の流動性の一層の向

上を図るとともに、全国証券取引所公表の「売買単位の集約に向けた行動計画」の趣旨

に鑑み、当社株式の単元数を変更案第７条（単元株式数）のとおり 100 株に変更し、本

条の効力を平成 26 年８月１日からとする附則を新設するものであります。 

なお、詳細は同日公表の『単元株式数の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ』

をご参照願います。 

(3) 取締役及び監査役が期待された役割を十分に発揮することができるように、その責任

を会社法で定める範囲内で免除することができる旨の規定、並びに社外取締役及び社外

監査役の責任をあらかじめ限定することができる旨の規定を、変更案第 23 条（取締役

の責任免除）及び同第 31 条（監査役の責任免除）として新設するものであります。な

お、変更案第 23 条の新設については、監査役全員の同意を得ております。 

(4) 剰余金の未払配当金について、定めが不足している文言の追加をするため現行定款第

35 条（配当金の除斥期間）を変更するものであります。 

(5) その他、条数の修正、表現の変更、字句の修正等の所要の変更を行うものであります。 

 

２．変更の内容 

変更の内容は別紙のとおりであります。 

 

３．日程 

   定款変更のための定時株主総会開催日    平成 26 年６月 27 日（金曜日） 

   定款変更の効力発生日           平成 26 年６月 27 日（金曜日） 

以上 



別紙 

（下線部分は変更箇所を示しております。） 

現 行 定 款 変  更  案  

(機関の設置)  

第４条  当会社は、取締役会、監査役、監査役会

及び会計監査人を置く。  

(機関の設置)  

第４条  当会社は、取締役会、監査役、監査役

会､執行役員会及び会計監査人を置く。  

（単元株式数） 

第７条 当会社の単元株式数は 1,000 株とする。 

（単元株式数） 

第７条 当会社の単元株式数は、100 株とする。 

(役付取締役)  

第 21 条 取締役会の決議をもって、取締役会長、

取締役社長各１名および取締役副社長、

専務取締役および常務取締役を若干名選

定することができる。 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

（役付取締役） 

第 21 条  取締役会の決議をもって、取締役会

長、取締役社長及び取締役会議長各１

名を選定することができる。ただし、

取締役会議長は、取締役会長が欠員の

ときに置くことができる。 

2 取締役会長は、取締役会を招集し、

その議長となり､経営の大綱を総覧す

る。 

3 取締役社長は、執行役員会の議長と

なり、これを招集し、会社の業務の執

行を総轄する。 

4 取締役会議長が選定された場合、取

締役会議長は、取締役会を招集し、そ

の議長となり議事を進行する。なお、

取締役社長は、取締役会議長を兼任す

ることができる。 

(取締役の任務)  

第22条  取締役会長は業務の大綱を総覧し、取締 

役社長は業務を総括し執行する。  

2  取締役副社長は取締役社長を補佐すると

とともに、取締役会の決議で定められた業

務を担当する。  

3  その他の取締役は取締役会の決議で定め 

られた業務を担当する。 

（削除） 

第23条 （条文省略） 第 22 条 （現行どおり） 

（新設） (取締役の責任免除) 

第23条 当会社は、会社法第426条第１項の規 

   定により、取締役会の決議をもって、同 

法第423条第１項の取締役（取締役であ 

った者を含む。）の責任を法令の限度に 

おいて免除することができる。 

2  当会社は、会社法第427条第１項の規定

により、社外取締役との間に、同法第    

      423 条第１項の責任を限定する契約を締 

    結することができる。 ただし、当該契

約に基づく賠償責任の限度額は､金 500

万円以上であらかじめ定めた金額または                

法令が規定する額のいずれか高い額と

する。 

 



 

現 行 定 款 変  更  案  

第 24 条～第 30 条 （条文省略） 第24条～第30条 （現行どおり） 

（新設） (監査役の責任免除) 

第 31 条 当会社は、会社法第 426 条第１項の

規定により、取締役会の決議をもっ

て、同法第 423 条第１項の監査役（監

査役であった者を含む。）の責任を法

令の限度において免除することがで

きる。 

2 当会社は、会社法第 427 条第１項の

規定により、社外監査役との間に、同

法第 423 条第１項の責任を限定する

契約を締結することができる。ただ

し、当該契約に基づく賠償責任の限度

額は、金 500 万円以上であらかじめ定

めた金額または法令が規定する額の

いずれか高い額とする。 

第31条 （条文省略） 第 32 条 （現行どおり） 

（新設） 第６章 執行役員及び執行役員会 

 

（執行役員及び執行役員会） 

第 33 条 執行役員は、取締役会の決議をもっ

て選任され、執行役員会の構成員とし

て、その任にあたる。 

2 執行役員会は、取締役会から委任を

受けた事項の審議及び決議を行うも

のとする。 

3 執行役員及び執行役員会の権限並び

にその他の事項については、本定款に

定めがあるもののほか、取締役会の定

める執行役員会規則及び執行役員規

程による。 

第６章 計算 

第 32 条～第 34 条 （条文省略）  

第７章 計算 

第 34 条～第 36 条 （現行どおり） 

(配当金の除斥期間)  

第 35 条 期末配当金及び中間配当金が支払開始

日から満３年を経過しても受領されない

ときは、当会社はその支払の義務を免れ

る。 

 

(配当金の除斥期間)  

第 37 条 期末配当金及び中間配当金が支払

開始日から満３年を経過しても受領 

されないときは、当会社はその支払  

    の義務を免れる。なお、期末配当金 

    及び中間配当金の未払の配当に対し 

ては利息をつけない。 

（新設） 附 則 

第７条の変更は、平成 26 年８月１日から効力 

を生じるものとする。なお、本附則は、効力発

生日をもって削除する。 

 

以上 

 


